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経営管理が行われていない森林について
「市町村」が仲介役となって

森林所有者と林業経営者をつなぐシステムを構築

令和元年4月1日からスタ－ト

森林経営管理制度の概要



 森林環境税創設の趣旨

①パリ協定※の枠組みの下における、

わが国の温室効果ガスの排出削減目標の達成

②近年、激甚化している山地災害の防止を図るため

森林整備の推進

※パリ協定COP21        日本の温室効果ガスの排出削減目標額の達成には、

森林吸収量を確保する森林の整備が必要となります。

令和元年度税制改正において、
森林環境税及び森林環境譲与税が創設。

このような森林の多面的機能を発揮するために、市町村主導で行われる
「新しい森林管理システム」の実施に必要な安定的な地方財源を確保するため、
国民一人一人が等しく負担を分かち合って、わが国の森林を支える仕組みとし
て創設されます。

森林環境税及び森林環境譲与税の創設



森林環境譲与税の各年度の譲与額

初年度
約300
億円

平年度
約600
億円

森林環境税

市町村 ： 80:20 85:15 88:12 90:10
都道府県の割合

50% ： 私有林人工林面積

市町村分 20% ：林業就業者数
30% ：人口

都道府県 市町村と同じ基準

森林環境譲与税の配分割合

市町村の体制整備の進捗に伴い、
譲与額が徐々に増加するように
償還額を設定。



新たな森林管理システムを活用して、これまで手
入れのできていなかった森林の整備、その経営管
理を担う人材育成・担い手の確保を推進します。

木材利用の促進や、山間部の市町村との連携によ
る森林環境教育などの普及啓発に取り組みます。

森林環境譲与税

森林経営管理法の

円滑な実施

人材育成・担い手

の確保
木材利用の促進 普及啓発

事業実施体制

市町村支援

・都市と山村の連携
による森林整備

・森林環境教育

・木育活動の促進

・地域林政アドバイ
ザ－の活用

・近隣市町村との連携

・市町村職員の研修

・都道府県による
事務代行

・木材を活用した
公共建築物の整備

・竹材の利用促進

・木造設計アドバイ
ザ－の活用

・各種研修機関

による人材育成

・担い手確保

に対する支援

・森林経営管理制度
の実施

・森林整備

・集約化促進

・境界の確定

多くの森林をもつ山間部の市町村では 森林が少ない都市部の市町村では

森林環境譲与税の使われ方



木材価格下落による森林資産価値の低下

森林経営管理制度の創設の背景

スギ・ヒノキ・カラマツの素材価格の推移



・制度周知活動 相談窓口設置（ﾊﾛｰﾌｫﾚｽﾄ）

・意向調査実施（各町を5か年で調査）

・経営管理権集積計画作成

・経営管理実施権 ・市町村森林経営

配分計画 管理事業

森林経営管理制度の進め方

現在の管理状況や
今後の管理方法を把握

林業事業体への再委託
木材生産等の林業経営実施

市町村への経営権委託

市町村の直営事業
間伐等の保育施業実施

立地条件の
良い森林

奥地等の条件が
不利な森林



林業の成長産業化 と 森林環境の保全 を目指して

温暖化防止

災害防止

水源かん養

木材生産

地域雇用

地域経済

森林経営管理制度により期待される効果



設立 令和元年７月８日

 協議会会員

阿南市 那賀町 美波町 牟岐町 海陽町

徳島県林業戦略課 徳島県南部総合県民局

徳島森林づくり推進機構（協議会事務局）

 設立の目的

新たな森林管理システムを円滑に実施するため、制度の

周知や森林所有者への意向調査など、各市町で行うことと

なった共通の事務を合理的に実施するとともに、外部有識者の技術

的な支援を得られるよう合同で取り組むこととし、適正な森林管理

を通じて、森林吸収源対策の推進及び山地災害等の予防に資する。

阿南市 那賀町美波町牟岐町海陽町でつくる

とくしま南部地域森林管理システム推進協議会



ご清聴ありがとうございました。


